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「平成の大合併」と称されるように，近

年，地方行政改革の一環として市町村合併

が進んでいる。特に，2004年度下期から05

年度にかけては急速に市町村合併が進ん

だ。この市町村合併の動きと呼応するよう

に，農協の公金貯金は04年12月末に前年比

減少に転じ，その後も減少が続いている。

05年６月に実施した平成17年度第１回農協

信用事業動向調査（以下「動向調査」という）

においても，公金貯金の減少要因（自由回

答）として多くの農協が市町村合併，それ

に伴う指定金融機関の変更をあげていた。
（注１）

このような状況を踏まえて，05年11月に

実施した第２回動向調査では，①農協管内

での市町村合併の状況，②農協の指定金融

機関の指定状況，③市町村貯金残高とその

増減要因について回答いただき，市町村合

併が指定金融機関の指定状況，農協貯金の

動向に与えた影響を検証することとした。

（注１）動向調査は全国の資金観測農協の協力を得
て毎年２回実施しているアンケート調査である。
動向調査の対象となった農協は，05年11月時点
で信用事業を営む農協から地域別農協数等を勘
案して選ばれた384農協である。うち355農協か
ら回答が得られ，集計率は92.4％であった。
集計農協の１農協当たり平均の貯金，貸出金
残高はともに全農協平均（農協残高試算表デー

タによる）の1.5倍であり，集計農協はやや規模
の大きな農協が多い。そのために，集計農協が
全農協に占めるシェアは農協数で40.3％である
が，貯金残高では60.3％となっている。前年比
伸び率を比較すると，全農協の05年３月末と９
月末の伸び率は貯金が2.2％，2.0％，貸出金が△
0.9％，△0.7％である。これに対して，調査結果
では同時期に貯金が2.5％，2.2％，貸出金が△
1.0％，△0.6％と伸び率の動きは同様の傾向を示
している。したがって，大まかな資金動向をみ
る上では代表性があるものと考えられる。

動向調査の結果について述べる前に，全

国の市町村合併の動向及び指定金融機関に

ついての概略を説明する。

（１） 市町村合併

全国の市町村数は99年３月末に3,232で

あったが，06年３月末には1,820となって

いる。特に，04年３月末の市町村数は

3,132と５年間で100程度しか減少しなかっ

たのに対して，05年３月末では611減，06

年３月末には699減と04年度から05年度に

かけて急速に市町村合併が進んだ。その背

景としては，旧合併特例法に基づく財政措

置の期限が06年３月末であり，その前に合

併しようとする市町村が増加したことがあ

る。
（注２）

市町村合併に伴う指定金融機関及び公金貯金の動向
――平成17年度第２回農協信用事業動向調査結果から――
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（注２）旧合併特例法では，①合併特例債の発行，
②地方交付税の算定替といった財政優遇措置が
認められた。当初，優遇措置の適用期限は05年
３月末とされたが，法改正により05年３月末ま
でに合併を申請していれば，06年３月末までに
合併した市町村についても優遇措置が適用され
ることとなった。

（２） 指定金融機関

本稿でいう「指定金融機関」とは，地方

公共団体における公金の収納支払事務を行

うために，議会の議決を経て指定された金

融機関をさす。市町村の場合，指定金融機

関の指定は任意であるが，９割の市町村が

指定金融機関を指定している。
（注３）

やや時点は古くなるが，04年６月末にお

いては市町村数3,126のうち2,935（93.9％）

が指定金融機関を指定し，そのうち農協を

指定しているのは689，全市町村数に占め

る割合は22.0％となっている。

市町村が合併する場合，旧市町村での指

定はその廃止により取り消され，新しい市

町村が新たな指定金融機関を指定すること

になる。合併市町村の

ほとんどは指定金融機

関を指定しており，指

定金融機関の選定が合

併協議会の協議項目の

ひとつとなっている。

（注３）指定金融機関業務
等の詳細については，
本誌05年９月号丹羽由
夏「地域金融機関と地
方公共団体」を参照さ
れたい。
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（１） 市町村合併による市町村数の変化

対象農協全体の管内の市町村数は03年９

月末において2,005であったが，05年９月

末には1,494に減少した（
（注４）

第１表）。対象農

協のほぼ半数で市町村合併があり，市町村

合併のあった農協では市町村数が03年９月

末の1,277から766に減少（△511）したため

である。地帯別にみると，特に農村地帯，

都市的農村地帯で市町村合併が多い。
（注５）

これ

らの地帯では，半数を超える農協で市町村

合併があり，市町村数は約３割減少してい

る。

（注４）集計対象は農協を指定金融機関に指定して
いる市町村の数が記入されていた351農協。

（注５）地帯区分は，農中総研独自の区分。特定市
は「特定市街化区域農地」を有する市，過疎地
域は「旧過疎地域活性化特別措置法の適用を受
ける市町村」。上記に該当する市町村を除き，中

２　動向調査結果からみた指定

金融機関の指定状況，

市町村貯金の動向

地
帯 

３５１ 

１７４ 

１７７ 

４８ 

５２ 

１６０ 

６８ 

２３ 

全　体 

市町村合併あり 

市町村合併なし 

特定市 

中核都市 

都市的農村 

農村 

過疎地域 

回答 
組合数 
（ａ） 

割合 
（ｂ/ａ） 

１７４ 

１７４ 

- 

１０ 

２５ 

８８ 

４２ 

９ 

０３．９～ 
０５．９に管 
内で市町 
村合併が 
あった組 
合（ｂ） 

４９．６ 

１００．０ 

- 

２０．８ 

４８．１ 

５５．０ 

６１．８ 

３９．１ 

（単位　組合，市町村，％）

２，００５ 

１，２７７ 

７２８ 

２４２ 

３６０ 

９５２ 

３６１ 

９０ 

０３．９ 
（ｃ） 

管内の市町村数 

０５．９ 
（d） 

増減率 
（ｄ/ｃ） 

１，４９４ 

７６６ 

７２８ 

２２９ 

２７９ 

６７４ 

２３９ 

７３ 

△２５．５ 

△４０．０ 

- 

△５．４ 

△２２．５ 

△２９．２ 

△３３．８ 

△１８．９ 

第1表　０３年９月末～０５年９月末における市町村合併の状況 

合
併 



核都市は県庁所在地または人口が20万人以上，
都市的農村は人口３～20万人，農村は３万人未
満。区分は97年時点の市町村単位だが，農協管
内に複数の市町村を含む場合はより大きな経済
規模に対応する区分を採用する（特定市，中核
都市，都市的農村，農村，過疎地域の順に優先）。

（２） 指定金融機関の指定状況

03年９月末において，農協を指定金融機

関に指定している市町村は492あり，市町

村総数に占める割合は24.5％となっていた

（第２表）。05年９月末においては，農協を

指定している市町村は295となり，市町村

数に占める割合は19.7％と03年９月末に比

べて4.8ポイント低下している。

このうち，合併のなかった市町村で農協

を指定しているのは03年９月末において

247，05年９月末において255とほとんど変

わっていない。
（注６）

一方，03年９月末から05年９月末の間に

合併した市町村をみると，03年９月末にお

ける管内の市町村数は817，そのうち農協

を指定するものは245であった。05年９月

末においては市町村総数は306に，農協を

指定しているものは40となっている。合併

の前後では市町村の数や規模が異なり，比

較ができないため，新市町村からの指定を
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03年９月末時点での旧市町村の数に置き換

えると，05年９月末では155となる。03年

９月末よりも90減少しており，旧市町村の

廃止による指定の取消が新市町村からの新

たな指定を大きく上回っていたことがわか

る。
（注７）

従来から，農協は比較的規模の小さい町

村に指定されることが多い。新たな市町村

が指定金融機関を指定する際には，合併前

の市町村のうち最も大きい市町村の指定金

融機関が選ばれるケースの多いことが，農

協を指定する市町村が減少した理由のひと

つと考えられる。

次に，農協ベースで指定状況をみると，

指定金融機関業務を行っている農協は03年

９月末の150組合から05年９月末には117組

合へ減少した。約４分の１の農協で指定状

況に変化がみられ，新市町村から指定を受

けたこと等により指定金融機関業務が拡大

した農協（以下「指定の増加した農協」とい

う）が8.0％，旧市町村の指定の取消によっ

て指定金融機関業務が縮小したり，業務を

行わなくなった農協（以下「指定の減少し

た農協」という）は17.4％となった。

新聞報道等によると，一部地域の合併市

町村では指定金融機関の指定を

めぐって競合もみられたようで

ある。なかには，指定金融機関

の選定をめぐって協議が難航

し，輪番制を採用するケースや

時限を設けて再度指定の見直し

を行うことを合併協議の付帯事

項とするケースもあった。

（単位　市町村，％） 

　　　 全　体  

　未合併市町村 

　合併市町村 

  （旧市町村数に換算） 

第2表　農協を指定金融機関に指定している市町村の数 

２,００５ 

１,１８８ 

８１７ 

０３年 
９月末 

１,４９４ 

１,１８８ 

３０６ 

０５．９ 

４９２ 

２４７ 

２４５ 

０３．９ 

２９５ 

２５５ 

４０ 

０５．９ 

２４．５ 

０３．９ 

１９．７ 

（８１７） （８１７） （２４５） （１５５） 

０５．９ 

管内の市町村数 
（ａ） 

うち農協を指定 
する市町村（ｂ） 

農協を指定する 
市町村の割合 
（ｂ/ａ） 



（注６）未合併の市町村のうち，１市町村が03年９
月末から05年９月末の間に新たに農協を指定し
ている。それ以外の増加は交替制（輪番制）に
よる変更と考えられる。交替制で農協を指定す
ることのある市町村は全体の約４％程度となっ
ている。

（注７）03年９月末から05年９月末においては，市
町村を分割しての合併がなかった。そのため，
農協を指定している新市町村については，合併
に参加した旧市町村の数で置き換えることで，
合併前後の指定状況を比較することとした。

（３） 市町村貯金の動向

03年９月末の市町村貯金に記入のあった

288農協を集計対象として市町村貯金の動

向をみる。全体の伸び率をみると04年９月

末では前年比増加していたが，05年３月末

に減少に転じ，９月末にはマイナス幅が拡

大している（第１図）。

指定状況別にみると，指定の減少した農
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協の組合数構成比は17.0％，03年９月末の

市町村貯金の構成比は29.6％であるにもか

かわらず，05年９月末の市町村貯金の伸び

率（△7.2％）に対する寄与度は△5.5ポイン

トと，市町村貯金の減少が指定の減少した

農協に集中している（第２図）。

指定に変化のなかった農協では，市町村

合併の有無により動向が異なる。管内で市

町村合併のあった農協では，マイナス幅が

拡大し，05年９月末では△1.8ポイントと

なっている。一方で，市町村合併のなかっ

た農協では，04年９月末に残高が増加しそ

の後はほぼ横ばいとなっている。また，指

定の増加した農協では，05年３月末以降わ

ずかではあるが市町村貯金も増加してい

る。

このように，管内で市町村合併のあった

農協の多くで市町村貯金が減少しているの

は，合併が進む地域の自治体では，財政状

況がより厳しいためとみられる。市町村貯

金の増減に最も影響した要因を聞いたとこ

ろ，回答組合数ベースでみた場合には「市

町村の財政状態」の選択割合が最も高かっ

た（第３図）。

また，市町村貯金が減少した農協では，

「指定金融機関等の指定の変更」についで

「市町村が特定の金融機関に預貯金を集中」

の選択割合も比較的高い。市町村が合併す

る際，資金を整理するため旧市町村の基金

等を特定の金融機関（主に新市町村の指定

金融機関）に集中させる動きがみられたこ

とによるとみられる。

一方，残高の増加した農協では，財政状

指定に変化のない農協（市町村合併あり） 
指定が増加した農協 

指定に変化のない農協（市町村合併なし） 

指定が減少した農協 

　　 

３ 
（％, ポイント） 

０ 
△３ 
△６ 
△９ 

０４年９月末 ０５．３ ０５．９ 

第1図　指定状況別にみた市町村貯金の 
伸び率に対する寄与度 

市町村貯金伸び率 

組合数 

０ １００ 
（％） 

第2図　指定状況別にみた組合数構成比と 
市町村貯金残高構成比（０３年９月末） 

指定に変化のない農協 
（市町村合併あり） 

指定が減少した農協 指定が増加した農協 

指定に変化のない農協 
（市町村合併なし） 

２０ ４０ ６０ ８０ 

市町村貯金 
残高 

１７．０ ２４．７ ４９．３ ９．０ 

２９．６ ２４．５ ３３．２ １２．８ 



態についで「公金貯金獲得への取組み姿勢」

のほか，「市町村が預貯金を複数の金融機

関に分散」が比較的高い。市町村がペイオ

フ本格実施に伴って資金の分散を行ったこ

とも影響しているとみられる。

（４） 農協貯金への影響

最後に，市町村貯金の増減が農協貯金に

与えた影響をみる。全体では05年９月末に

おける貯金の伸び率は2.3％となっていた。
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利用者別にみると，市

町村貯金は貯金全体に

占める割合が3.9％と小

さいこともあって，市

町村貯金の寄与度は△

0 .3ポイントにとどま

り，個人貯金等の増加

（2.6ポイント）が大きく

上回っている（第３表）。

しかし，地帯別の差が大きく，個人貯金

の伸び率の高い特定市では市町村貯金も横

ばいで推移している。一方，農村地帯では，

個人貯金もあまり増加していないことに加

えて，市町村貯金が減少したことでさらに

伸び率が低くなっている。また，市町村合

併のあった農協，指定の減少した農協でも

市町村貯金の寄与度のマイナス幅が大き

く，貯金の伸び率も１％に達していない。

以上のように，04年度から05年

度にかけて市町村合併が急速に進

むなかで，農協を指定金融機関に

指定する市町村は減少した。指定

状況の変化は農協の市町村貯金の

増減にも影響を与えており，特に

旧市町村の指定が取り消され指定

金融機関業務が縮小した農協の市

町村貯金の減少によって，農協の

公金貯金残高も大きく減少した。

また，全国的にみれば，農協貯

金全体の伸び率に対する市町村貯

（％） 

３０ 
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第3図　市町村貯金の増減別にみた市町村貯金の増減に最も影響した要因 

市町村貯金が増加した農協（ｎ＝９８） 

市町村貯金が減少した農協（ｎ＝１６６） 市町村貯金すべてに記入の 
あった農協（ｎ＝２７８） 

地
　
帯 

合
併 

指
定
増
減 

２９０ 

４０ 

４４ 

１２６ 

６０ 

２０ 

１３６ 

１５２ 

４９ 

２６ 

２１３ 

全　体 

特定市 

中核都市 

都市的農村 

農村 

過疎地域 

市町村合併あり 

市町村合併なし 

減少 

増加 

変化なし 
（注）　色網掛けは全体の値よりも０．５ポイント以上高いセグメント, スミ網掛

けは０．５ポイント以上低いセグメント。     　 

回答 
組合数 

２．３ 

４．１ 

２．０ 

１．５ 

０．７ 

１．８ 

２．３ 

１．９ 

０．６ 

３．０ 

２．６ 

０５年９月末 
貯金 
伸び率 
（ａ＋ｂ） 

△０．３ 

０．０ 

△０．５ 

△０．４ 

△０．６ 

△０．０ 

△０．５ 

△０．１ 

△１．１ 

０．２ 

△０．０ 

市町村 
貯金 
寄与度 
（ａ） 

２．６ 

４．１ 

２．５ 

１．９ 

１．２ 

１．８ 

２．７ 

２．０ 

１．７ 

２．８ 

２．６ 

個人貯金等 
寄与度 
（ｂ） 

第3表　貯金の伸び率に対する利用者別の寄与度 

（単位　％，ポイント） 

おわりに



農林金融2006・5
45 - 273

金の減少の影響はさほど大きなものではな

かった。しかし，貯金全体の伸び率が鈍化

している地域では個人貯金の増勢が鈍化し

ているのみでなく，市町村貯金も大きく減

少している。経済基盤の弱い地域ほど，公

的セクターのウェイトが高く，財政状況の

影響を受けやすい。日本経済全体としてみ

れば景気は回復基調にあるものの，農協信

用事業の背景にある地域経済には，依然と

して地域ごとの温度差が大きいことを示し

ているといえよう。

（研究員　小針美和・こばりみわ）


